
盛土規制法の概要について

（正式名称：「宅地造成及び特定盛土等規制法」）

令和７年３月

⾧崎県土木部盛土対策室
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資料１

※盛土規制法に基づく規制区域を、長崎県全域に指定し、

許可等の運用を令和７年５月２３日から開始します。



１．盛土規制法の背景・必要性

２．盛土規制法の要点

① スキマのない規制

② 盛土等の安全性の確保

③ 責任の所在の明確化

④ 実効性のある罰則の措置

３．規制対象となる盛土等について

４．許可申請の手続き等

５．技術的基準について

６．盛土規制法の運用開始について
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１．盛土規制法の背景・必要性

国土交通省資料から引用

重要なポイント

3



２．盛土規制法の要点 ①スキマのない規制

国土交通省資料から引用

（県、⾧崎市、佐世保市）

（宅地造成）
（宅地造成）
（特定盛土等）
（土石の堆積）
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２．盛土規制法の要点 ②盛土等の安全性の確保

国土交通省資料から引用

（特定工程）

（３ヵ月毎）

土地の形質変更（宅地造成、特定盛土等） （土石の堆積）
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２．盛土規制法の要点 ③責任の所在の明確化 ④実効性のある罰則の措置

国土交通省資料から引用

③

④
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7

県内全域を規制区域に指定！

「測量法に基づく国土地理院⾧承認（複製）R6JHf121」「本製品を複製する場合には、国土地理院の⾧の承認を得なければならない。



細則手続き

細則手続き

変更届出・細則手続き

規制区域指定
盛土規制法
運用開始

【R7.5.23】

工事着手

【工事規模 】

工事着手前

【工事規模 】

【 工事】

規制区域指定後
工事着手

指定日から
以内

に届出

【特定盛土等規制区域】【特定盛土等規制区域】

【宅地造成等工事規制区域】【宅地造成等工事規制区域】

届出

までに
届出

【 工事】

〈許可申請〉
許可後に
工事着手

許可証

届出

指定日から
21日以内に届出

【B・D工事】

〈許可申請〉
許可後に
工事着手

許可証

規制区域指定前
完了工事

※届出不要

規制区域指定前
完了工事

※届出不要

（規制区域指定時に工事中）

（規制区域指定時に工事中）

工事着手

〈完了検査申請〉
特定工程毎

〈中間検査申請〉
3ヵ月毎

〈定期報告〉

合格証 検査済証

〈完了検査申請〉
3ヵ月毎

〈定期報告〉

合格証 検査済証

特定工程毎
〈中間検査申請〉

擁壁等除却工事（14日前の届出）
公共施設用地転用（14日以内の届出）

擁壁等除却工事（ の届出）
公共施設用地転用（ の届出）

（法40条3項・4項）

（法21条3項・4項）

規制区域指定に係る許可・届出一覧（規制区域別）

１

2

3

4

5

１

2

3

5

届出：区域指定日に現に工事中の工事（ 工事）：指定日から 以内の届出（法21条1項、40条1項）
許可：区域指定日で未着手工事（宅造区域： 工事、特盛区域： 工事）：許可申請対象（法12条、30条）
届出：【特盛区域のみ】許可対象未満の工事（ 工事）：工事着手 までに届出（法27条1項）
※許可・届出の有無に拘わらず、土地所有者等は盛土等を常時安全な状態に維持する努力義務を有し、適切

に維持管理する必要があります。

2
3
4

標
識
掲
出

標
識
掲
出

標
識
掲
出
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３．規制対象となる盛土等

国土交通省資料から引用

（法27条1項） （法12条、30条）

（許可工事分）

（法19条、38条） （法17条、36条）

（参考）同色（同じｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ）のセル同士は工事規模が同じです。

Ａ Ａ

Ａ

Ｂ Ｂ

Ｂ ＢＢ Ｂ

Ｃ

Ｃ

ＣＤ

Ｄ ＤＤ

（許可工事分） （許可工事分）

（法18条、37条）

4

9

３



３．規制対象となる盛土等

熊本県説明資料から引用

3
4

3

〇土石の堆積における土石とは、「土砂」若しくは「岩石」又はこれらの混合物のことを言います。
〇土石の堆積は、一定期間を経過した後に除却することを前提とした行為であり、ストックヤードにおける土石の堆積、工事現場外

における建設発生土や盛土材料の仮置き、土石に該当する製品等の堆積等が該当します。（土石の堆積期間は最大5年です。）
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国土交通省資料から引用

現行宅造法と比較して新規で追加される手続き

（※１）

（※３）
（※４）

・設計に資格が必要な工事 （※２）

□許可申請から工事完了までの流れ

４．許可申請の手続き等

許可内容の公表・市町への通知

〔事前相談書：任意〕

（特定工程）

（許可申請手数料）

〇軽微な変更届
〇変更許可申請
（変更許可手数料）

〇中間検査申請
（変更許可手数料）
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□工事内容の周辺住民への周知措置 （法11条・29条） （※１）
規制区域内における宅地造成等に関する工事主は、当該工事の許可の申請をするときは、あらかじめ、

当該工事の施行に係る土地の周辺地域の住民に対し、説明会の開催その他の当該工事内容を周知さ

せるため必要な措置（以下の①～④のいずれか：省令6条・62条）を講じなければならない。

ただし、周知に必要な措置のうち、政令７条2項2号に規定する省令12条で定める土地（渓流等）におい

て高さが１５ｍを超える盛土をする場合は、①の説明会を必須とする。

① 宅地造成等に関する工事の内容について、説明会の開催
② 宅地造成等に関する工事の内容を記載した書面を、当該工事の土地の周辺地域の住民に配布
③ 宅地造成等に関する工事の内容を当該工事の土地又はその周辺の適当な場所に掲示するとともに、
当該内容をインターネットを利用して住民の閲覧に供すること。

④ 前三号に掲げるもののほか、都道府県の条例又は規則で定める方法 （未制定）

【周知する工事の内容】
：工事主・施行者の氏名又は名称、所在地、着手・完了年月日、盛土等の高さ・面積・土量など
【周辺住民の範囲】
：盛土等の規模や地形等から判断される影響の想定される範囲とするが、その具体的な範囲については、
別途（手引き等）で示すこととしている。

□設計の資格が必要な工事 （法13条2項、令21条） （※２）

□工事主に求められる資力・信用 （法12条2項2号） （※３）

□工事施行者に求められる必要な能力 （法12条2項3号） （※４）

・高さが5ｍ超の擁壁の設置

・切土盛土面積が1,500ｍ2超の土地における排水施設

・工事主の資力・信用の確認のため、許可申請時に提出が必要となる書類を省令、細則等で規定

・工事施行者の施工能力を審査する書類については、細則等で規定

４．許可申請の手続き等

土木又は建築の実務・必要資格等
（令22条）
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４．許可申請の手続き等
□都市計画法に基づく開発許可の特例（盛土規制法の許可のみなし） （法15条2項・34条2項）

【注意】みなし許可扱いにより、盛土規制法による許可申請は不要ですが、上記の中間検査申請、
定期報告は、開発許可部局ではなく、県盛土対策室への提出が必要です。

（長崎市、佐世保市及び諫早市〔権限移譲〕は、それぞれの市窓口に提出下さい。）

●他法令の手続き 【注意】 ※みなし許可扱いとはなりません！

〇森林法に基づく林地開発許可 → 規制規模の場合、別途、盛土規制法の許可も必要です。

〇農地法に基づく農地転用許可 → 規制規模の場合、別途、盛土規制法の許可も必要です。
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５．技術的基準について

国土交通省資料から引用

赤字：新たに規定する内容
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５．技術的基準について

国土交通省資料から引用 15



５．技術的基準について

国土交通省資料から引用 16



５．技術的基準について

17国土交通省資料から引用



５．技術的基準について

国土交通省資料から引用 18



６．盛土規制法の運用開始について

国土交通省資料から図引用

□規制区域の指定時、現に盛土等や土石の堆積の工事を行っている場合 （法21条1項、40条1項）

・規制対象規模以上の工事の工事主は、区域指定から21日以内に届出が必要です。

※工事着手とは、請負契約の締結、それに基づく労務者や資材調達等の

手配の段階ではなく、工事現場において、設計図書と照合して行う最初の
くい打ち等の土地の形質変更又は土石の堆積が行われた時点を言います。

■手続きのイメージ

（R7.5.23）

（R7.6.13）

□盛土規制法の運用開始時期について

・規制区域の指定及び運用開始は令和７年5月23日としています。長崎県内については、全域を規制区域
に指定することとしていますので、手続きに漏れが無いようお願いします。

□規制区域の指定後、一定規模以上の工事は工事着手前の許可又は届出が必要
・各規制区域の規制規模以上の工事は、着手前に許可申請による許可が必要です。（法12条、30条）

（「４．許可申請の手続き等」参照）

・許可の規制規模未満でも一定規模以上の工事は、着手日の30日前までに届出が必要です。（法27条）
（特定盛土等規制区域のみ） （標識の掲載、及び細則による手続き）

届出内容の公表・市町への通知

届出内容の公表・市町への通知

許可内容の公表・市町への通知

2

3

4
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□盛土規制法に関する問い合わせ先（令和6年度）
・⾧崎市の区域・・・・・⾧崎市 建築指導課 095-829-1176
・佐世保市の区域・・・・佐世保市 建築指導課 0956-24-1111 （2848）
・その他の市町の区域・・・・⾧崎県土木部盛土対策室 095-824-1111 （3133）

《県盛土対策室HP》

【参考】盛土規制法に関する情報
「告示・技術的助言等、制度のパンフレットほか掲載」

〇林野庁 盛土の安全対策
https://www.rinya.maff.go.jp/j/tisan/tisan/morido.html

〇国土交通省 「宅地造成及び特定盛土等規制法」（通称「盛土規制法」）について
https://www.mlit.go.jp/toshi/web/morido.html

事業者用パンフレット 一般用パンフレット
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